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定期監査の結果について（報告） 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１項及び第４項の規定により実施

した監査の結果について、同条第９項の規定により、別紙のとおり報告します。 



定期監査結果報告書 

 

１ 監査基準 

  本監査は、前橋市監査委員監査基準（令和２年前橋市監査委員告示第１号）に

準拠し実施しました。 

 

２ 監査対象部局 

  福祉部 

   社会福祉課、子育て支援課、子育て施設課、長寿包括ケア課、介護保険課、

障害福祉課、指導監査課 

 

３ 監査期間 

令和４年１月１８日から同年３月１１日まで 

 

４ 監査対象 

令和３年度における財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理。ただ

し、必要に応じて令和２年度も対象としました。 

 

５ 監査方法 

歳入・歳出状況等あらかじめ提出を求めた監査資料に基づき、所属長から概要

聴取を行い、関係書類、諸帳簿等を抽出により調査するとともに、関係者から説

明を聴取するなどの方法により実施しました。 

監査に当たっては、財務に関する事務が関係法令に基づき適正かつ効率的に執

行されているかに主眼を置くとともに、下記の項目を監査重点項目として定めま

した。 

 

(1) 補助金等交付事務について 

(2) 契約事務について 

(3) 財産管理事務について 

(4) 債権管理事務について 

(5) 現金取扱事務について 

(6) 雇用管理事務について 

(7) 管外出張事務について 

 

６ 監査結果 

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理については、おおむね適正に

執行されていると認められましたが、一部に改善を要する事項がありました。 

なお、事務処理上留意すべき軽微な事項については、監査執行の際に各所属長

に対して改善等を指導しました。 

 

(1) 福祉部社会福祉課（指摘事項１件） 

ア 補助金等交付事務について（指摘事項） 

    更生保護女性会補助金、地区民生委員児童委員協議会補助金において、交

付申請書に添付された収支予算書に補助対象経費が明示されておらず、交付

申請時の審査が適正に行われているか疑義が生じるものがあった。 



また、群馬県中国残留帰国者協会前橋支部補助金において、概算払により

補助金を支出しているが、概算払を必要とする理由書に、概算払の時期及び

額の審査に必要となる収支状況書等の添付がなかった。 

更に、令和２年度地区民生委員児童委員協議会補助金において、実績報告

書の添付資料として収支決算書を受理しているが、補助対象経費が明示され

ていないもの、市補助金額より補助対象経費が少なく記載されているもの、

決算額に誤りがあるものなどがあり、補助金額の確定審査資料としては不十

分であったことから、補助金を過払いしているものがあった。 

これらのことは、担当職員の認識不足はもとより、ほぼ全ての補助金にお

いて確認チェックリストを使用しておらず、起案者と係長によるダブルチェ

ックが行われていないことも要因の一つであると考える。 

補助金等交付規則、各補助金交付要項にのっとった適正な事務処理を行う

とともに、チェック体制の整備を行うよう改善されたい。 

 

 (2) 福祉部子育て支援課（指摘事項１件） 

ア 債権管理事務について（指摘事項） 

    児童扶養手当返還金、児童手当過払返還金において、納期限までに納入し

ない者に対し、納期限後２０日以内に督促状を発していないものがあった。

また、督促状に指定する納付の期限について、督促状を発した日から１０日

以内としていないものがあった。 

平成３０年度の監査指摘事項の改善が不十分な状況であることを再確認 

するとともに、税外収入金の督促及び滞納処分等に関する条例第２条にのっ

とり、適正な事務処理を行うよう改善されたい。 

 

 (3) 福祉部子育て施設課（指摘事項１件） 

ア 契約事務について（指摘事項） 

   (ｱ) 保育士就職前研修業務について 

下記のとおり複数の事務処理誤りがあった。 

契約規則、役務等業務に係る契約事務取扱要領、役務等業務委託契約事

務マニュアルにのっとり、適正な事務処理を行うよう改善されたい。 

ａ 当該業務は、契約方法を地方自治法施行令第１６７条の２第１項第

１号により随意契約としているが、予定価格が 10 万円を超えている

ため２者以上の選定業者が必要であるにもかかわらず、１者により業

者を決定していた。 

ｂ 見積合わせ通知書には、見積書に記載された金額に当該金額の 100

分の 10 に相当する額を加算した金額をもって採用金額とするので、

見積者は、見積もった契約希望金額の 110 分の 100 に相当する金額を

見積書に記載するよう指示し、見積書の提出を受けていたが、見積書

に記載した金額のまま契約していた。 

ｃ 予定価格調書の見積書比較価格は、消費税及び地方消費税の額を含

まない金額とすべきところ、消費税等を含む金額としていた。 

ｄ 予定価格調書を見積合わせ当日に作成していた。 

ｅ 受注者から免税事業者届出書の提出を受けたにもかかわらず、契約

書の契約金額に内数として消費税及び地方消費税の額を記載し、契約

を締結していた。 



   （ｲ）契約書について 

「公立保育所、児童館、児童クラブ産業廃棄物収集業務（北西部）」、「公

立保育所、児童館、児童クラブ産業廃棄物収集業務（南東部）」において、

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第６条の２第４号で規定する契

約書に記載すべき事項のうち、一部項目の記載がなかった。 

同施行令にのっとり適正な事務処理を行うよう改善されたい。 

 

 (4) 福祉部長寿包括ケア課（指摘事項２件） 

ア 契約事務について（指摘事項） 

   (ｱ) 予定価格について 

地域包括支援ブランチ業務、介護予防支援及び介護予防ケアマネジメン

ト業務ほか複数の業務において、過去の実例価格等から予定価格を定めら

れるにもかかわらず、予定価格を定めていなかった。 

平成３０年度の監査指摘事項の改善が不十分な状況であることを再確 

認するとともに、契約規則、役務等業務委託契約事務マニュアルにのっと

り、適正な事務処理を行うよう改善されたい。 

(ｲ) 債務負担行為について 

地域包括支援センター事業業務において、３年間の債務負担行為による

契約を締結しているが、業務の実施起案及び仕様書に債務負担行為である

ことの記載がなく、また、契約書に債務負担行為に係る契約の特則を記載

していなかった。 

平成３０年度の監査注意事項の改善が不十分な状況であることを再確 

認するとともに、役務等業務委託契約事務マニュアル、契約事務等Ｑ＆Ａ

にのっとり、適正な事務処理を行うよう改善されたい。 

イ 債権管理事務について（指摘事項） 

老人福祉施設入所者負担金において、納期限までに納入しない者に対し、

電話での催告は行っていたものの、納期限後２０日以内に督促状を発してい

なかった。 

平成３０年度の監査指摘事項の改善が不十分な状況であることを再確認 

するとともに、税外収入金の督促及び滞納処分等に関する条例第２条第１項

にのっとり、適正な事務処理を行うよう改善されたい。 

  

(5) 福祉部介護保険課（指摘事項１件） 

ア 債権管理事務について（指摘事項） 

    介護保険料の督促状に指定する納付の期限において、督促状を発した日か

ら１０日以内としていなかった。 

税外収入金の督促及び滞納処分等に関する条例第２条第２項にのっとり、

適正な事務処理を行うよう改善されたい。 

 

 (6) 福祉部障害福祉課（指摘事項１件） 

ア 契約事務について（指摘事項） 

   (ｱ) 予定価格について 

福祉ホーム事業ほか複数の業務において、過去の実例価格等から予定価

格を定められるにもかかわらず、予定価格を定めていなかった。 

契約規則、役務等業務委託契約事務マニュアルにのっとり、適正な事務



処理を行うよう改善されたい。 

(ｲ) 契約書の記載事項について 

長期継続契約である第三福祉作業所等複合福祉施設消防設備保守点検業

務、第三福祉作業所等複合福祉施設定期清掃業務の契約書において、契約

規則第５３条で規定する契約書に記載しなければならない事項のうち、契

約保証金に関する事項が記載されていなかった。 

契約規則にのっとり適正な事務処理を行うよう改善されたい。 

 

(7) 福祉部指導監査課 

   財務の執行及び経営に係る事業の管理に関して、指摘及び要望する事項はな

かった。 
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